
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



版数 改訂日 改定箇所 改定内容 

第 1版 令和７年 ７月 ４日  初版発行 

第 2版 令和７年１１月２６日 2.1 

3.2 

表 2.1.1 を修正 

式番号を修正 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤に

ついて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水

(以下「地表水等」という。)の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、

次に掲げる措置を講ずること。 

イ おおむね三十センチメートル以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土

を盛るごとに、これをローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めるこ

と。 

 

 

 

 



【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤に

ついて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水

(以下「地表水等」という。)の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、

次に掲げる措置を講ずること。 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、必要に応じて地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカ

ーその他の土留(以下「地滑り抑止ぐい等」という。)の設置その他の措置を講ずるこ

と。 

 

【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤に

ついて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

二 著しく傾斜している土地において盛土をする場合においては、盛土をする前の地盤と

盛土とが接する面が滑り面とならないよう、段切りその他の措置を講ずること。 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 



 



 

 



 

 

 

 

 

【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技

術的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲

げるものとする。 

一 盛土又は切土(第三条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。)をした後

の土地の部分に生じた崖の上端に続く当該土地の地盤面には、特別の事情がない限り、

その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、勾配を付すること。 

 

 

 



【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技

術的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲

げるものとする。 

二 山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成に伴い災害が生

ずるおそれが特に大きいものとして主務省令で定める土地において高さが十五メート

ルを超える盛土をする場合においては、盛土をした後の土地の地盤について、土質試験

その他の調査又は試験に基づく地盤の安定計算を行うことによりその安定が保持され

るものであることを確かめること。 

 

【省令】(宅地造成又は特定盛土等に伴い災害が生ずるおそれが特に大きい土地) 

第十二条 令第七条第二項第二号(令第十八条及び第三十条第一項において準用する場合を

含む。)の主務省令で定める土地は、次に掲げるものとする。 

一 山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

二 山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況が前号の土地に類する状況を

呈している土地 

三 前二号の土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあつて、雨水その

他の地表水が集中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい土地 

 



 

 

 



【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技

術的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲

げるものとする。 

三 切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生じない

よう、地滑り抑止ぐい等の設置、土の置換えその他の措置を講ずること。 

 

 

 



 















 



【政令】(擁壁の設置に関する技術的基準) 

第八条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち擁壁の

設置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土(第三条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。)をした土

地の部分に生ずる崖面で次に掲げる崖面以外のものには擁壁を設置し、これらの崖面を

覆うこと。 

イ 切土をした土地の部分に生ずる崖又は崖の部分であつて、その土質が別表第一上欄

に掲げるものに該当し、かつ、次のいずれかに該当するものの崖面 

(１) その土質に応じ勾配が別表第一中欄の角度以下のもの 

(２) その土質に応じ勾配が別表第一中欄の角度を超え、同表下欄の角度以下のもの

(その上端から下方に垂直距離五メートル以内の部分に限る。) 

ロ 土質試験その他の調査又は試験に基づき地盤の安定計算をした結果崖の安定を保

つために擁壁の設置が必要でないことが確かめられた崖面 

ハ 第十四条第一号の規定により崖面崩壊防止施設が設置された崖面 

２ 前項第一号イ(1)に該当する崖の部分により上下に分離された崖の部分がある場合にお

ける同号イ(2)の規定の適用については、同号イ(1)に該当する崖の部分は存在せず、その

上下の崖の部分は連続しているものとみなす。 

別表第一 

土質 
擁壁を要しない勾配 

の上限 

擁壁を要する勾配 

の下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） 60 度 80 度 

風化の著しい岩 40 度 50 度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘

土その他これらに類するもの 
35 度 45 度 

 

 



 

 



【政令】(定義等) 

第一条  

４ 擁壁の前面の上端と下端(擁壁の前面の下部が地盤面と接する部分をいう。以下この項

において同じ。)とを含む面の水平面に対する角度を擁壁の勾配とし、その上端と下端との

垂直距離を擁壁の高さとする。 

(擁壁の設置に関する技術的基準) 

第八条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち擁壁の

設置に関するものは、次に掲げるものとする。 

二 前号の擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石練積み造その他

の練積み造のものとすること。 

(特殊の材料又は構法による擁壁) 

第十七条 構造材料又は構造方法が第八条第一項第二号及び第九条から第十二条までの規定

によらない擁壁で、国土交通大臣がこれらの規定による擁壁と同等以上の効力があると認

めるものについては、これらの規定は、適用しない。 

 

 

 





【政令】(設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用) 

第十一条 第八条第一項第一号の規定により設置される擁壁については、建築基準法施行令

第三十六条の三から第三十九条まで、第五十二条(第三項を除く。)、第七十二条から第七

十五条まで及び第七十九条の規定を準用する。 

 

【政令】(練積み造の擁壁の構造) 

第十条 第八条第一項第二号の間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、次に定め

るところによらなければならない。 

四 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁の前面の根入れの深さは、擁壁の設

置される地盤の土質が、別表第四上欄の第一種又は第二種に該当するものであるときは

擁壁の高さの百分の十五(その値が三十五センチメートルに満たないときは、三十五セ

ンチメートル)以上、その他のものであるときは擁壁の高さの百分の二十(その値が四十

五センチメートルに満たないときは、四十五センチメートル)以上とし、かつ、擁壁に

は、一体の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対し

て安全である基礎を設けること。 

 

 

 

 土質 根入れ深さ(m) 

第一種 

岩、岩屑、 

砂利又は砂 

砂利混じり砂 擁壁高さ：H 

35cm 以上かつ擁壁高さ

の 15/100 以上 
第二種 

真砂土、関東ロー

ム、 

硬質粘土その他これ

らに類するもの 

第三種 その他の土質 
45cm 以上かつ擁壁高さ

の 20/100 以上 





【政令】(擁壁の水抜穴) 

第十二条 第八条第一項第一号の規定により設置される擁壁には、その裏面の排水を良くす

るため、壁面の面積三平方メートル以内ごとに少なくとも一個の内径が七・五センチメー

トル以上の陶管その他これに類する耐水性の材料を用いた水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏

面の水抜穴の周辺その他必要な場所には、砂利その他の資材を用いて透水層を設けなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 



【建築基準法施行令】(鉄筋の継手及び定着) 

第七十三条 鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、コンクリートから抜け出ないように定着

しなければならない。ただし、次の各号に掲げる部分以外の部分に使用する異形鉄筋にあ

つては、その末端を折り曲げないことができる。 

一 柱及びはり(基礎ばりを除く。)の出すみ部分 

二 煙突 

２ 主筋又は耐力壁の鉄筋(以下この項において「主筋等」という。)の継手の重ね長さは、

継手を構造部材における引張力の最も小さい部分に設ける場合にあつては、主筋等の径(径

の異なる主筋等をつなぐ場合にあつては、細い主筋等の径。以下この条において同じ。)の

二十五倍以上とし、継手を引張り力の最も小さい部分以外の部分に設ける場合にあつては、

主筋等の径の四十倍以上としなければならない。ただし、国土交通大臣が定めた構造方法

を用いる継手にあつては、この限りでない。 

３ 柱に取り付けるはりの引張り鉄筋は、柱の主筋に溶接する場合を除き、柱に定着される

部分の長さをその径の四十倍以上としなければならない。ただし、国土交通大臣が定める

基準に従つた構造計算によつて構造耐力上安全であることが確かめられた場合において

は、この限りでない。 

４ 軽量骨材を使用する鉄筋コンクリート造について前二項の規定を適用する場合には、こ

れらの項中「二十五倍」とあるのは「三十倍」と、「四十倍」とあるのは「五十倍」とする。 

 

(鉄筋のかぶり厚さ) 

第七十九条 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さは、耐力壁以外の壁又は床にあつては

二センチメートル以上、耐力壁、柱又ははりにあつては三センチメートル以上、直接土に

接する壁、柱、床若しくははり又は布基礎の立上り部分にあつては四センチメートル以上、

基礎(布基礎の立上り部分を除く。)にあつては捨コンクリートの部分を除いて六センチメ

ートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、水、空気、酸又は塩による鉄筋の腐食を防止し、かつ、鉄筋とコンクリ

ートとを有効に付着させることにより、同項に規定するかぶり厚さとした場合と同等以上

の耐久性及び強度を有するものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いる部材及び

国土交通大臣の認定を受けた部材については、適用しない。 

※政令第十一条及び第十三条において準用 

 

 



 

 

項目 
かぶり厚さ 

現場打ち プレキャスト（注） 

耐力壁以外の壁又は床 2cm 2cm 

耐力壁、柱又ははり 3cm 2cm 

直接土に接する壁、柱、床もしくははり又は

布基礎の立上り部分 
4cm 3cm 

基礎（布基礎の立上り部分を除く）にあって

は捨てコンクリートの部分を除く 
6cm 4cm 

 
 



 

 

背面土質 軟岩 
風化の著しい

岩 

砂利、真砂土、関東

ローム、硬質粘土そ

の他これらに類する

もの 

盛土又は 

腐植土 

角度（θ） 60° 40° 35° 25° 



 

 

 

 

 



【政令】(練積み造の擁壁の構造) 

第十条 第八条第一項第二号の間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、次に定め

るところによらなければならない。 

一 擁壁の勾配、高さ及び下端部分の厚さ(第一条第四項に規定する擁壁の前面の下端以

下の擁壁の部分の厚さをいう。別表第四において同じ。)が、崖の土質に応じ別表第四に

定める基準に適合し、かつ、擁壁の上端の厚さが、擁壁の設置される地盤の土質が、同

表上欄の第一種又は第二種に該当するものであるときは四十センチメートル以上、その

他のものであるときは七十センチメートル以上であること。 

二 石材その他の組積材は、控え長さを三十センチメートル以上とし、コンクリートを用

いて一体の擁壁とし、かつ、その背面に 栗石、砂利又は砂利混じり砂で有効に裏込めす

ること。 

三 前二号に定めるところによつても、崖の状況等によりはらみ出しその他の破壊のおそ

れがあるときは、適当な間隔に鉄筋コンクリート造の控え壁を設ける等必要な措置を講

ずること。 

四 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁の前面の根入れの深さは、擁壁の設

置される地盤の土質が、別表第四上欄の第一種又は第二種に該当するものであるときは

擁壁の高さの百分の十五(その値が三十五センチメートルに満たないときは、三十五セ

ンチメートル)以上、その他のものであるときは擁壁の高さの百分の二十(その値が四十

五センチメートルに満たないときは、四十五センチメートル)以上とし、かつ、擁壁に

は、一体の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対し

て安全である基礎を設けること。 

 

 

 

 

 





 



【政令】(特殊の材料又は構法による擁壁) 

第十七条 構造材料又は構造方法が第八条第一項第二号及び第九条から第十二条までの規定

によらない擁壁で、国土交通大臣がこれらの規定による擁壁と同等以上の効力があると認

めるものについては、これらの規定は、適用しない。 

【建設省告示第 1485 号】 

「宅地造成等規制法施行令第十五条の規定に基づき、胴込めにコンクリートを用いて充填す

るコンクリートブロック練積み造の擁壁を同令第八条の規定による練積み造の擁壁と同等以

上の効力があると認めるもの（昭和 40年 6月 14 日）」 

宅地造成等規制法施行令(昭和 37 年政令第 17 号)第 15 条の規定に基づき、胴込めにコン

クリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造の擁壁は、次の各号に定めるとこ

ろによる場合においては、同令第 8 条の規定による練積み造の擁壁と同等以上の効力がある

と認める。 

一   コンクリートブロックの 4週圧縮強度は、1㎟につき 18N 以上であること。 

二   胴込めに用いるコンクリートの 4週圧縮強度は、1㎟につき 15N 以上であること。 

三   コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重は、2.3 以上であり、かつ、擁壁

に用いるコンクリートブロックの重量は、壁面 1㎟につき 350kg 以上であること。 

四   コンクリートブロックは、相当数の使用実績を有し、かつ、構造耐力上支障のないも

のであり、その形状は、胴込めに用いるコンクリートによつて擁壁全体が一体性を有す

る構造となるものであり、かつ、その施工が容易なものであること。 

五   擁壁の壁体曲げ強度は、1㎟につき 15N 以上であること。 

六   擁壁の勾配及び高さは、擁壁の背面土の内部摩擦角及びコンクリートブロックの控え

長さに応じ、別表に定める基準に適合し、かつ、擁壁上端の水平面上の載荷重は、1 ㎡

につき 5kN をこえていないこと。 

七   擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁前面の根入れ深さは擁壁の高さの

100 分の 20(その値が 45cm に満たないときは、45cm)以上とし、かつ、擁壁には、一体の

鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造で、擁壁のすべり及び沈下に対して安全で

ある基礎を設けること。 

八   擁壁が曲面又は折面をなす部分で必要な箇所、擁壁の背面土又は擁壁が設置される地

盤の土質が著しく変化する箇所等破壊のおそれのある箇所には、鉄筋コンクリート造の

控え壁又は控え柱を設けること。 

九   擁壁の背面には、排水をよくするため、栗石、砂利等で有効に裏込めすること。 

 

 

 

 

 



 

別表 

擁壁の背面土の内部

摩擦角 

コンクリートブロッ

クの控え長さ（cm） 

擁壁 

勾配 高さ（ｍ） 

20 度以上 30 度未満 30 以上 35 未満 65 度以上 75 度未満 1 以下 

65 度未満 1.5 以下 

35 以上 45 未満 70 度以上 75 度未満 1 以下 

65 度以上 70 度未満 1.5 以下 

65 度未満 2 以下 

45 以上 

 

 

70 度以上 75 度未満 1.5 以下 

65 度以上 70 度未満 2 以下 

65 度未満 2.5 以下 

30 度以上 40 度未満 30 以上 35 未満 70 度以上 75 度未満 1.5 以下 

65 度以上 70 度未満 2 以下 

65 度未満 3 以下 

35 以上 40 未満 70 度以上 75 度未満 1.5 以下 

65 度以上 70 度未満 2.5 以下 

65 度未満 3.5 以下 

40 以上 45 未満 70 度以上 75 度未満 2 以下 

65 度以上 70 度未満 3 以下 

65 度未満 4 以下 

45 以上 70 度以上 75 度未満 2 以下 

65 度以上 70 度未満 3 以下 

65 度未満 4.5 以下 

40 度以上 30 以上 35 未満 70 度以上 75 度未満 2 以下 

65 度以上 70 度未満 3.5 以下 

65 度未満 5 以下 

35 以上 40 未満 70 度以上 75 度未満 2.5 以下 

65 度以上 70 度未満 4.5 以下 

65 度未満 5 以下 

40 以上 45 未満 70 度以上 75 度未満 3 以下 

70 度未満 5 以下 

45 以上 70 度以上 75 度未満 3.5 以下 

70 度未満 5 以下 
 

 

 

 



【政令】(任意に設置する擁壁についての建築基準法施行令の準用) 

第十三条 法第十二条第一項又は第十六条第一項の許可を受けなければならない宅地造成に

関する工事により設置する擁壁で高さが二メートルを超えるもの(第八条第一項第一号の

規定により設置されるものを除く。)については、建築基準法施行令第百四十二条(同令第

七章の八の規定の準用に係る部分を除く。)の規定を準用する。 

【建築基準法施行令】(擁壁) 

第百四十二条 第百三十八条第一項に規定する工作物のうち同項第五号に掲げる擁壁(以下

この条において単に「擁壁」という。)に関する法第八十八条第一項において読み替えて準

用する法第二十条第一項の政令で定める技術的基準は、次に掲げる基準に適合する構造方

法又はこれと同等以上に擁壁の破壊及び転倒を防止することができるものとして国土交通

大臣が定めた構造方法を用いることとする。 

一 鉄筋コンクリート造、石造その他これらに類する腐食しない材料を用いた構造とする

こと。 

二 石造の擁壁にあつては、コンクリートを用いて裏込めし、石と石とを十分に結合する

こと。 

三 擁壁の裏面の排水を良くするため、水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水抜穴の周辺

に砂利その他これに類するものを詰めること。 

四 次項において準用する規定(第七章の八(第百三十六条の六を除く。)の規定を除く。)

に適合する構造方法を用いること。 

五 その用いる構造方法が、国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算によつて確かめ

られる安全性を有すること。 

２ 擁壁については、第三十六条の三、第三十七条、第三十八条、第三十九条第一項及び第

二項、第五十一条第一項、第六十二条、第七十一条第一項、第七十二条、第七十三条第一

項、第七十四条、第七十五条、第七十九条、第八十条(第五十一条第一項、第六十二条、第

七十一条第一項、第七十二条、第七十四条及び第七十五条の準用に関する部分に限る。)、

第八十条の二並びに第七章の八(第百三十六条の六を除く。)の規定を準用する。 

 

 



【政令】(鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造) 

第九条 前条第一項第二号の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、

構造計算によつて次の各号のいずれにも該当することを確かめたものでなければならな

い。 

一 土圧、水圧及び自重(以下この条及び第十四条第二号ロにおいて「土圧等」という。)

によつて擁壁が破壊されないこと。 

二 土圧等によつて擁壁が転倒しないこと。 

三 土圧等によつて擁壁の基礎が滑らないこと。 

四 土圧等によつて擁壁が沈下しないこと。 

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によつて擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリー

トの許容応力度を超えないことを確かめること。 

二 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの三分の二以下である

ことを確かめること。 

三 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力

その他の抵抗力の三分の二以下であることを確かめること。 

四 土圧等によつて擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないこと

を確かめること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によつて基礎ぐい

に生ずる応力が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確かめること。 

 

 

 



 

 常時 中地震時 大地震時 

転倒 1.5 - 1.0 

滑動 1.5 - 1.0 

支持力 3.0 - 1.0 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 
終局耐力※（設計基準

強度及び基準強度） 

 



【政令】(鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造) 

第九条  

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧につい

ては、盛土の土質に応じ別表第二の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値

を用いることができる。 

二 鋼材、コンクリート及び地盤の許容応力度並びに基礎ぐいの許容支持力については、

建築基準法施行令(昭和二十五年政令第三百三十八号)第九十条(表一を除く。)、第九十

一条、第九十三条及び第九十四条中長期に生ずる力に対する許容応力度及び許容支持力

に関する部分の例により計算された数値 

三 擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて

計算された数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第三の摩擦係数を用いて計算され

た数値を用いることができる。 

 

別表第二 

 

別表第三 

 

 

 



18 0.35 

17 0.40 

16 0.50 

 

地盤 
長期許容応力度 

(kN/m2) 

短期許容応力度 

(kN/m2) 

岩盤 1,000 

長期許容応力度の２倍 

固結した砂 500 

土丹盤 300 

密実な礫層 300 

密実な砂質地盤 200 

砂質地盤（地震時に液状化の

おそれがないものに限る。） 
50 

堅い粘土質地盤 100 

粘土質地盤 20 

堅いローム層 100 

ローム層 50 

 

 

𝝁 = 𝒕𝒂𝒏𝝋𝑩

 



基礎地盤の土質 摩擦係数 備考 

岩、岩屑、砂利、砂 0.50  

砂質土 0.40  

シルト、粘土、又はそ

れらを多量に含む土 
0.30 

擁壁の基礎底面から少なくとも 15cm までの深

さの土を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。 

 

 

 

 

 



 





 

 

𝒌𝒉 = 𝒄𝒛 ∙ 𝒌𝒉𝟎

【政令】(鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造) 

第九条  

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧につい

ては、盛土の土質に応じ別表第二の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値

を用いることができる。 

別表第二 

 

 

 

 



擁壁の種類 検討項目 土圧作用面の状態 
壁面摩擦角 

常時δ 地震時δE 

重力式等 
安定性 

土とコンクリート 2φ/3 φ/2 
部材応力 

片持ちばり式

等 

安定性 土と土 
β’ 式 3.3.1 によ

る 

部材応力 土とコンクリート 2φ/3 φ/2 

 



背後ののり面勾配 β’ 

一様な場合 のり面勾配β（図 3.3.3 参照） 

変化する場合 仮定したすべり線と上部平面の交点から法肩までの距離を二分し

た点と仮想背面と法面の交点を結んだ線と水平面の勾配（図

3.3.3 参照） 

 

𝒕𝒂𝒏𝜹𝑬 =
𝒔𝒊𝒏𝝋 ∙ 𝐬𝐢𝐧 (𝜽 + 𝜟 − 𝜷ᇱ)

𝟏 − 𝒔𝒊𝒏𝝋 ∙ 𝐜𝐨𝐬 (𝜽 + 𝜟 − 𝜷ᇱ)

𝒔𝒊𝒏𝜟 =
𝒔𝒊𝒏(𝜷ᇱ + 𝜽)

𝒔𝒊𝒏𝝋

 



 

 

𝑷 =
𝑾 ∙ 𝐬𝐢𝐧 (𝝎 − 𝝋)

𝐜𝐨𝐬 (𝝎 − 𝝋 − 𝜶 − 𝜹)

 

𝑷𝑨 =
𝟏

𝟐
𝑲𝑨 ∙ 𝜸 ∙ 𝑯𝟐

𝑲𝑨 =
𝒄𝒐𝒔𝟐(𝝋 − 𝜶)

𝒄𝒐𝒔𝟐𝜶 ∙ 𝒄𝒐𝒔(𝜶 + 𝜹) ቐ𝟏 + ඨ
𝐬𝐢 𝐧(𝝋 + 𝜹) ∙ 𝐬𝐢 𝐧(𝝋 − 𝜷)
𝐜𝐨 𝐬(𝜶 + 𝜹) ∙ 𝐜𝐨 𝐬(𝜶 − 𝜷)

ቑ

𝟐

 



 

 

【政令】(鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造) 

第九条  

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によつて擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリー

トの許容応力度を超えないことを確かめること。 

二 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの三分の二以下である

ことを確かめること。 

三 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力

その他の抵抗力の三分の二以下であることを確かめること。 

四 土圧等によつて擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないこと

を確かめること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によつて基礎ぐい

に生ずる応力が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確かめること。 

 

𝑭𝒔 = =
𝑴𝒓

𝑴𝒐
=

∑ 𝑽𝒊 ∙ 𝜶𝒊

∑ 𝑯𝒊 ∙ 𝒃𝒊



 

𝑭𝒔 = =
𝑹𝒗 ∙ 𝝁 + 𝑪𝑩 ∙ 𝑩

𝑹𝑯

 

𝒒𝟏

𝒒𝟐
ቅ ≦ 𝒒𝒂 =

𝒒𝒖

𝑭𝒔

 

 

𝒅 =
𝑴𝒓 − 𝑴𝒐

𝑽𝒐
=

∑ 𝑽𝒊 ∙ 𝒂𝒊 − ∑ 𝑯𝒊 ∙ 𝒃𝒊

∑ 𝑽𝒊



𝒒𝟏 =
𝑽𝒐

𝑩
൬𝟏 +

𝟔𝒆

𝑩
൰

𝒒𝟐 =
𝑽𝒐

𝑩
൬𝟏 −

𝟔𝒆

𝑩
൰

𝒒𝟏 =
𝟐𝑽𝒐

𝟑𝒅

 



【政令】 

(擁壁、排水施設その他の施設) 

第六条 法第十三条第一項(法第十六条第三項において準用する場合を含む。以下同じ。)の

政令で定める施設は、擁壁、崖面崩壊防止施設(崖面の崩壊を防止するための施設(擁壁を

除く。)で、崖面を覆うことにより崖の安定を保つことができるものとして主務省令で定め

るものをいう。以下同じ。)、排水施設若しくは地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーそ

の他の土留とする。 

(崖面崩壊防止施設の設置に関する技術的基準) 

第十四条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち崖面

崩壊防止施設の設置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土(第三条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。以下この

号において同じ。)をした土地の部分に生ずる崖面に第八条第一項第一号(ハに係る部分

を除く。)の規定により擁壁を設置することとした場合に、当該盛土又は切土をした後の

地盤の変動、当該地盤の内部への地下水の浸入その他の当該擁壁が有する崖の安定を保

つ機能を損なうものとして主務省令で定める事象が生ずるおそれが特に大きいと認め

られるときは、当該擁壁に代えて、崖面崩壊防止施設を設置し、これらの崖面を覆うこ

と。 

 

【省令】 

(崖面崩壊防止施設) 

第十一条 令第六条の主務省令で定める施設は、鋼製の骨組みに栗石その他の資材が充填さ

れた構造の施設その他これに類する施設とする。 

(擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象) 

第三十一条 令第十四条第一号(令第十八条及び第三十条第一項において準用する場合を含

む。)の主務省令で定める事象は、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土をした後の地盤の変動 

二 盛土又は切土をした後の地盤の内部への地下水の浸入 

三 前二号に掲げるもののほか、擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象 

 



(崖面崩壊防止施設の設置に関する技術的基準) 

第十四条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち崖面

崩壊防止施設の設置に関するものは、次に掲げるものとする。 

二 前号の崖面崩壊防止施設は、次のいずれにも該当するものでなければならない。 

イ 前号に規定する事象が生じた場合においても崖面と密着した状態を保持すること

ができる構造であること。 

ロ 土圧等によつて損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

ハ その裏面に浸入する地下水を有効に排除することができる構造であること。 

 

 

 

 

 

 



(崖面及びその他の地表面について講ずる措置に関する技術的基準) 

第十五条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち崖面

について講ずる措置に関するものは、盛土又は切土をした土地の部分に生ずることとなる

崖面(擁壁又は崖面崩壊防止施設で覆われた崖面を除く。)が風化その他の侵食から保護さ

れるよう、石張り、芝張り、モルタルの吹付けその他の措置を講ずることとする。 

２ 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち盛土又は切

土をした後の土地の地表面(崖面であるもの及び次に掲げる地表面であるものを除く。)に

ついて講ずる措置に関するものは、当該地表面が雨水その他の地表水による侵食から保護

されるよう、植栽、芝張り、板柵工その他の措置を講ずることとする。 

一 第七条第二項第一号の規定による措置が講じられた土地の地表面 

二 道路の路面の部分その他当該措置の必要がないことが明らかな地表面 

 

 

 



 







【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤に

ついて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水

(以下「地表水等」という。)の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、

次に掲げる措置を講ずること。 

ロ 盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他

の資材を用いて透水層を設けること。 

(排水施設の設置に関する技術的基準) 

第十六条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち排水

施設の設置に関するものは、盛土又は切土をする場合において、地表水等により崖崩れ又

は土砂の流出が生ずるおそれがあるときは、その地表水等を排除することができるよう、

排水施設で次の各号のいずれにも該当するものを設置することとする。 

一 堅固で耐久性を有する構造のものであること。 

二 陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造られ、かつ、漏水を最少限度

のものとする措置が講ぜられているものであること。ただし、崖崩れ又は土砂の流出の

防止上支障がない場合においては、専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、

多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとすることができる。 

三 その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき地表水等を支障なく流下させることが

できるものであること。 

四 専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、その暗渠である構造の部分の次に

掲げる箇所に、ます又はマンホールが設けられているものであること。 

イ 管渠の始まる箇所 

ロ 排水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所(管渠の清掃上支障がない箇所を除

く。) 

ハ 管渠の内径又は内法幅の百二十倍を超えない範囲内の長さごとの管渠の部分のそ

の清掃上適当な箇所 

五 ます又はマンホールに、蓋が設けられているものであること。 

六 ますの底に、深さが十五センチメートル以上の泥溜めが設けられているものであるこ

と。 

２ 前項に定めるもののほか、同項の技術的基準は、盛土をする場合において、盛土をする

前の地盤面から盛土の内部に地下水が浸入するおそれがあるときは、当該地下水を排除す



ることができるよう、当該地盤面に排水施設で同項各号(第二号ただし書及び第四号を除

く。)のいずれにも該当するものを設置することとする。 

 

 

 



 

排水工の種類 機能 

暗渠排水工 盛土内の浸透水の排除 

基盤排水層 地山から盛土への水の浸透防止 

法尻工（ふとんかご 

・じゃかご工） 
盛土内の浸透水の排除及び法面の崩壊防止 

水平排水層 盛土内の浸透水の排除 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

【政令】(地盤について講ずる措置に関する技術的基準) 

第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤に

ついて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水

(以下「地表水等」という。)の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、

次に掲げる措置を講ずること。 

ロ 盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他

の資材を用いて透水層を設けること。 

 

 

 

 

 



 



 

 

排水工の種類 機能 必要な性能 

法肩排水工 のり面への表面水の流下を防ぐ 

想定する降雨に

対し越水、跳水、

越流しない 

小段排水工 のり面への雨水を縦排水工へ導く 

縦排水工 
法肩排水工、小段排水工の水を法尻に導

く 

法尻排水工 
のり面への雨水、縦排水工の水を排水す

る 

法尻工（ふとんか

ご 

・じゃかご工） 

盛土内の浸透水の排除及び法面の崩壊防

止 

十分な透水性の

確保 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

𝑸 =
𝟏

𝟑. 𝟔
∙ 𝒇 ∙ 𝒓 ∙ 𝑨

 

地  目 流出係数 

密集市街地 0.9 

一般市街地 0.8 

畑・原野 0.6 

水田 0.7 

山地 0.7 

 



 

 

 

10 分 20 分 30 分 60 分 120 分 180 分 360 分 

113.7 85.7 71.0 49.8 33.8 26.6 17.4 

19.0 28.6 35.5 49.8 67.6 79.8 104.6 

103.1 82.1 69.3 49.0 32.4 24.8 15.3 

17.2 27.4 34.7 49.0 64.8 74.5 91.8 

 104.0 83.2 70.8 51.1 34.7 27.1 17.3 

17.3 27.7 35.4 51.1 69.5 81.4 103.8 

98.1 78.8 67.0 47.8 31.9 24.5 15.2 

16.4 26.3 33.5 47.8 63.7 73.5 91.0 

 103.0 82.1 69.7 50.0 33.9 26.5 16.8 

17.2 27.4 34.8 50.0 67.9 79.4 101.0 

 109.2 85.2 71.1 49.3 32.2 24.5 14.9 

18.2 28.4 35.6 49.3 64.3 73.5 89.7 

 





 

 

 



 

水路の形式 水路の状況 ｎの範囲 ｎの標準値 

カルバート 

 

 

 

 

 

 

ライニングした 

水路 

 

 

 

 

 

 

ライニングなし 

水路 

 

 

自然水路 

現場打ちコンクリート 

コンクリート管 

コルゲートメタル管（１形） 

〃     （２形） 

〃     （ペーピングあ

り） 

塩化ビニル管 

コンクリート２次製品 

鋼、塗装なし、平滑 

モルタル 

木、かんな仕上げ 

コンクリート、コテ仕上げ 

コンクリート、底面砂利 

石積み、モルタル目地 

空石積み 

アスファルト、平滑 

土、直線、等断面水路 

土、直線水路、雑草あり 

砂利、直線水路 

岩盤直線水路 

整正断面水路 

非常に不整正な断面、雑草、立木多し 

 

 

 

 

 

 

 

0.011 ～0.014 

0.011 ～0.015 

0.012 ～0.018 

0.011 ～0.015 

0.015 ～0.020 

0.017 ～0.030 

0.023 ～0.035 

0.013 

0.016 ～0.025 

0.022 ～0.033 

0.022 ～0.030 

0.025 ～0.040 

0.025 ～0.033 

0.075 ～0.150 

0.015 

0.013 

0.024 

0.033 

0.012 

0.010 

0.013 

0.012 

0.013 

0.015 

0.015 

0.017 

0.025 

0.032 

0.013 

0.022 

0.027 

0.025 

0.035 

0.030 

0.100 

 



【政令】(土石の堆積に関する工事の技術的基準) 

第十九条 法第十三条第一項の政令で定める土石の堆積に関する工事の技術的基準は、次に

掲げるものとする。 

一 堆積した土石の崩壊を防止するために必要なものとして主務省令で定める措置を講

ずる場合を除き、土石の堆積は、勾配が十分の一以下である土地において行うこと。 

二 土石の堆積を行うことによつて、地表水等による地盤の緩み、沈下、崩壊又は滑りが

生ずるおそれがあるときは、土石の堆積を行う土地について地盤の改良その他の必要な

措置を講ずること。 

三 堆積した土石の周囲に、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロ

に定める空地(勾配が十分の一以下であるものに限る。)を設けること。 

イ 堆積する土石の高さが五メートル以下である場合 当該高さを超える幅の空地 

ロ 堆積する土石の高さが五メートルを超える場合 当該高さの二倍を超える幅の空

地 

四 堆積した土石の周囲には、主務省令で定めるところにより、柵その他これに類するも

のを設けること。 

五 雨水その他の地表水により堆積した土石の崩壊が生ずるおそれがあるときは、当該地

表水を有効に排除することができるよう、堆積した土石の周囲に側溝を設置することそ

の他の必要な措置を講ずること。 

 

【省令】(柵その他これに類するものの設置) 

第三十三条 令第十九条第一項第四号(令第三十条第二項において準用する場合を含む。)に

規定する柵その他これに類するものは、土石の堆積に関する工事が施行される土地の区域

内に人がみだりに立ち入らないよう、見やすい箇所に関係者以外の者の立入りを禁止する

旨の表示を掲示して設けるものとする。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 



【政令】(土石の堆積に関する工事の技術的基準) 

第十九条  

２ 前項第三号及び第四号の規定は、堆積した土石の周囲にその高さを超える鋼矢板を設置

することその他の堆積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を有効に防止することができるも

のとして主務省令で定める措置を講ずる場合には、適用しない。 

 

【省令】 

(堆積した土石の崩壊を防止するための措置) 

第三十二条 令第十九条第一項第一号(令第三十条第二項において準用する場合を含む。)の

主務省令で定める措置は、土石の堆積を行う面(鋼板等を使用したものであつて、勾配が十

分の一以下であるものに限る。)を有する堅固な構造物を設置する措置その他の堆積した

土石の滑動を防ぐ又は滑動する堆積した土石を支えることができる措置とする。 

(土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置) 

第三十四条 令第十九条第二項(令第三十条第二項において準用する場合を含む。)の主務省

令で定める措置は、次に掲げるいずれかの措置とする。 

一 堆積した土石の周囲にその高さを超える鋼矢板又はこれに類する施設(次項において

「鋼矢板等」という。)を設置すること 

二 次に掲げる全ての措置 

イ 堆積した土石を防水性のシートで覆うことその他の堆積した土石の内部に雨水そ

の他の地表水が浸入することを防ぐための措置 

ロ 堆積した土石の土質に応じた緩やかな勾配で土石を堆積することその他の堆積し

た土石の傾斜部を安定させて崩壊又は滑りが生じないようにするための措置 

２ 前項第一号の鋼矢板等は、土圧、水圧及び自重によつて損壊、転倒、滑動又は沈下をし

ない構造でなければならない。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 




